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平成２４年度 

相生市財務書類 

 
 
 
 
 

新地方公会計制度に基づく財務４表の公表 
 
 
 
 
Ⅰ 財務４表の作成目的 
 
平成１８年５月に「新地方公会計制度研究会報告書」が公表され、それを受けて総務省から示された

「地方行革新指針（平成１８年８月）」に基づき、平成２１年度を目途に「地方公会計改革」に取り組
むこととされました。そこで、本市では平成２０年度決算から、新たな財務諸表を作成し公表すること
としました。なお、財務諸表には複式簿記・発生主義の考え方を取り入れ、資産の公正価値評価を前提
とする「基準モデル」と現行の単式簿記・現金主義により資産も決算統計データの積み上げを活用した
「総務省方式改定モデル」による処理方法があります。本市では「総務省方式改定モデル」で財務諸表
を作成しています。 
  

Ⅱ 普通会計財務書類 
 
１ 対象会計普通会計 

普通会計とは、個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なり、財政比較などをするために地
方財政統計上統一的に用いられる会計区分です。 

本市では、次の会計が普通会計となります。 

① 一般会計 

② 看護学校特別会計 

 
２ 作成基準日 

会計年度の最終日（毎年度３月３１日）を基準日とします。また、出納整理期間（４月１日～５月 
３１日）における出納については、基準日までに終了したものとします。 

 
 ３ 作成資料 
    総務省が公表している「新地方公会計制度実務研究会報告書」「財務書類の記載要領」に基づ

き、地方財政状況調査表（決算統計）の数値を基礎として作成しています。 
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◎ 財務書類４表の相互関係 
 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
財務書類４表は、上記の図のように相互に関係し、矢印で結ばれているところは金額が一致します。 
 
 
◎ 歳入歳出決算と貸借対照表・行政コスト計算書の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

貸借対照表 
 

 
資産 

・・・ 
歳計現金 
・・・ 
・・・ 

 
負債 
 
 

純資産 
 
 

行政コスト計算書 
 
 

経常行政コスト 
｜ 

経常収益 
 
 

 純経常行政コスト  

資金収支計算書 
 
 

収入 
｜ 
支出 
 
 

 歳計現金増減額  
＋ 

期首歳計現金残高 
 

期末歳計現金残高 
 

純資産変動計算書 
 
 

期首純資産残高 
｜ 

 純経常行政コスト  
＋ 

一般財源、補助金受入等 
+- 

科目振替等 
 

 期末純資産残高  
 

 
歳入歳出決算 

 
 
 
 
 

歳出 
 
 
 
 
 

歳入 

 
貸借対照表 

 
 
 
 
 
資産 
 
 
 
 
 
 
負債 
純資産 

 
行政コスト計算書 

 
 
 
 
 

経常行政 
コスト 
 
 
 
 
 
 

経常収益 

資産形成に結び付かない支出 
（人件費、物件費、社会保障費等） 

経常行政コストを賄うための収入
（使用料、手数料、負担金等） 

資産形成のための支出 
（普通建設事業、貸付金等） 

資産形成のための財源 
（地方債、国県支出金、一般財源等） 
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◎ 貸借対照表 
 
 
貸借対照表は、財政状態を明らかにするため、年度末において、市が住民サービスを提供するため

に保有する財産（資産）と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄っているかを総括的に
表したものです。また、借方（資産の使途・運用形態）の資産合計額と貸方（資金の財源）の負債・
純資産合計額が一致し、左右がバランスしている表であることから、バランスシートとも呼ばれてい
ます。 
 
 
（１）総括 

相生市の「資産」は 661.1億円で、これに対応するものとして、将来返済が必要な「負債」
が 160.0億円、返済を要しない「純資産」が 501.1億円となっています。「資産」に対する割
合は「負債」が 24.2％,「純資産」が 75.8％となっています。 

 

（２）資産の部 

① 公共資産 

    公共資産は 604.9億円で、総資産の 91.5％を占めています。 

    有形固定資産を行政目的別にみると、道路、橋りょう、公園などの生活インフラ・国土保全が 
72.1％、で最も多く、次いで学校、社会教育施設などの教育が 16.4%となっています。 

② 投資等 

投資等は出資金や基金、長期延滞債権などで、21.6億円で、資産の3.3％を占めています。投資
等のうち、基金は13.3億円で、投資等の61.6％を占めています。 
③ 流動資産 

    流動資産は、財政調整基金や減債基金、形式収支に相当する現金預金、地方税などの未収金で、
総額は 34.6億円となっています。 

 
（３）負債の部 

固定負債の「地方債」と流動負債の「翌年度償還予定額」を合わせた地方債総額は136.5億円で、
負債の85.3％を占めています。 
退職手当引当金は20.7億円で、負債の12.9％を占めています。 

 
（４）純資産の部 

公共資産等整備国県補助金等は73.3億円で純資産の14.6％、公共資産等整備一般財源等は
462.6億円で純資産の92.3％を占めています。 
「その他一般財源等」は 39.3億円のマイナスとなっています。これは、将来自由に財源と

して使用できる純資産が既に使途が拘束されていることを意味します。通常「その他一般財源
等」に計上される額はマイナスとなります。 
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貸借対照表の用語解説 

有形固定資産  
 

有形固定資産とは、公共資産のうち現に行政サービスを提供しているものをいい
ます。原則として再調達価額をもって計上することとされていますが、総務省方
式改訂モデルでは、固定資産台帳が段階的に整備されるまでの間、取得原価を基
礎として算定した価額をもって計上することが認められています。そのため、昭
和44年度以降の決算統計における普通建設事業費（取得価額）の累計額から減価
償却の累計額を差し引いた後の金額を計上しています。  

売却可能資産  
 

公共資産のうち、遊休資産や未利用資産等の行政サービスの提供に使用されてい
ない資産  

投資損失引当金  
 

連結対象となる団体等の財政状況が一定以上悪化した場合、その損失に備えて計
上されます。  

長期延滞債権  収入未済額のうち1年を超えて回収がなされていないものを計上します。 

回収不能見込額  
 

長期延滞債権及び未収金の翌年度以降に回収不能と見込まれる額をそれぞれ計上
しています。  

財政調整基金  年度間の財源を調整し、財政の健全な運営を図るために設置された基金  

減債基金  市債の償還に備えて設置された基金 

歳計現金  当該年度の歳入・歳出の差額（年度末の繰越残高） 

未収金  地方税等の収入未済額のうち、過去１年以内に発生したもの  

損失補償等引当金 
 

履行すべき額が確定していない第三セクター等の損失補償債務のうち、財政健全
化法上、将来負担比率の算定に含めた将来負担額 

賞与引当金  
 

期末勤勉手当は12月から5月までを支給対象期間として6月に期末手当及び勤勉手
当が支払われますが、6月の支払予定額のうち前年度の12月から3月までの4ヶ月分
（6分の4）を計上します。 

公共資産等整備国 

県補助金等  

公共資産の整備や投資等に対する財源のうち、国・県から受けた補助金等 
 

公共資産等整備一 

般財源等  
 

公共資産の整備や投資等に対する財源のうち、国・県から受けた補助金、市債、 

債務負担行為を除いた金額。これまで財産を取得した財源のうち、市税等の額を表
します。 
 資産評価差額  「売却可能資産」の取得価額と売却可能価額との差額や評価替による差額など 
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◎ 行政コスト計算書 
 
 
 行政コスト計算書は，1年間の行政活動のうち，資産形成に結びつかない行政サービスの経費（人
件費等の「経常行政コスト」）とその行政サービスの直接対価（使用料等の「経常収益」）となる財
源を対比させたものです。企業会計の損益計算の考え方に基づき算定しています。バランスシートは、
会計年度末における財政状態を示すものであり、ストック情報を明らかにする財務諸表ですが、この
行政コスト計算書は、１年間の行政活動による費用対効果を表すフロー情報を表します。 
 
 
（１）総括 

本市普通会計の経常行政コスト総額は112.2億円となっています。市の１年間の行政活動のう
ち、人的サービスや給付サービス(社会保障給付等)といった行政サービスに係る経費です。こ
れに対して使用料や手数料といった直接の受益者負担である「経常収益」は 4.0億円で、差引
の「純経常行政コスト」は 108.2億円となっています。 

  一般的には、経常行政コストに対する経常収益（受益者負担）の割合は、2～8%と言われており、
本市では、3.6%となっています。 

 
（２）性質別行政コスト 

性質別では、職員の給与、退職手当引当金繰入等など「人にかかるコスト」が 23.1億円（20.6％）、
物件費や減価償却費など「物にかかるコスト」は 33.2億円（29.6％）、生活保護費などの扶助
費や普通会計以外の会計等への支出など「移転支出的なコスト」は 53.7億円（47.9％）となっ
ています。 

 
（３）目的別行政コスト 

目的別では、高齢者、障害者、児童の福祉向上や生活保護費などの福祉分野が 36.2億円
(32.2％）を占め、次に道路、土地区画整理、公園、市営住宅など生活インフラ分野が23.7億円
（21.1％）、教育分野が13.0億円(11.6％)、保健所やごみ収集など環境衛生分野が 12.3億円
（11.0％）という順になっています。 

 
 

行政コスト計算書の用語解説 

人件費  決算統計における人件費から退職手当を除いた金額  

退職手当引当金繰入等 退職手当引当金に新たに繰り入れた額  

物件費  旅費、備品購入費、光熱水費、委託料等の経費  

維持補修費  施設等の維持修繕に要する経費 

減価償却費  有形固定資産の経年劣化等に伴い、価値が減少したと認められる金額  

社会保障給付  生活保護費等、普通会計が負担する扶助費支出をコストとして計上 

補助金等  各種団体に対する補助金等 

他会計等への支出額  特別会計等の財政的な支援金額  

他団体への公共資産整 

備補助金等  
 

決算統計の普通建設事業費のうち，市が管理する公共資産ではなく，県等の
他の地方公共団体や民間団体等の資産形成に資する支出を計上 

支払利息  市債と一時借入金にかかる支払利息の額  

回収不能見込計上額  
 

地方税や使用料などのうち、回収不能見込額として新たに貸借対照表に計 

上した金額及び当該年度の不納欠損額  
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◎ 純資産変動計算書 
 
 
純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値の会計年度中の変動額を表して

います。総額としての純資産の変動に加え、それがどのような財源や要因で増減したかの情報を表示して
います。 
 
 
（１）総括 

純経常行政コスト108.2億円の減少のほか、地方税や地方交付税などの一般財源の収入による 90.5
億円、補助金が 17.5億円の増加となっています。その他臨時的な損益として、災害復旧事業費の減
が0.8億円、投資損失の減が4.3億円となっています。 

この結果、２３年度末時点(期首)に 506.6億円あった純資産残高が、２４年度末時点（期末）では 
501.1億円となっています。 

 
 
純資産変動計算書の用語解説 

純経常行政コスト  行政コスト計算書における純経常行政コスト  

地方税  市民税、固定資産税など 

地方交付税  普通交付税、特別交付税 

その他行政コスト充当 

財源  

地方譲与税、各種交付金、諸収入などの地方税や地方交付税以外の一般財 

源  

補助金等受入  国庫支出金、県支出金  

公共資産除売却損益  公共資産を除却、売却した場合の公共資産計上額と売却額の差額  

投資損失  
 

投資及び出資金の実質価格が取得原価に比べ３０％以上下落した場合の 

差額  

科目振替  
 

主に公共資産の整備や貸付金の実施、回収による財源の移動を示す。例え 

ば公共資産の整備を行った場合は、「その他一般財源」から「公共資産等整 

備一般財源等」に振り替わる。 

資産評価替えによる変 

動額  

売却可能資産の時価評価等による評価替えを行った際に生じる差額  
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◎ 資金収支計算書 
 
 

「現金」の出入りの情報（流れ）を示すものであり、その収支を性質に応じて、「経常的収支」、「公
共資産整備収支」、「投資・財務的収支」に区分して表示しています。 

 
（１）総括 

当年度の歳計現金は、経常的収支で 35.5億円の黒字、公共資産整備収支で 7.4億円の赤字、投資・
財務的収支の部で 27.8億円の赤字となった結果、前年度から0.3億円の増となり、期末の歳計現金
残高は 4.7億円となっています。 
 

（２）経常的収支 

     経常的支出は、人件費や施設の維持管理費などの支出で 81.3億円となっています。支出の内訳は
人件費が最も多く 23.7億円、次いで社会保障給付が 22.1億円となっています。 
経常的収入は、税収、地方交付税、使用料・手数料など日常的な行政活動を行うための支出を賄う

収入で116.8 億円。収入のうち、地方税が最も多く 45.1億円、次いで地方交付税33.3億円となって
います。 

「経常的収支の部」の差額 35.5億円が、公共資産整備や地方債償還などに充当されることになり
ます。 

 
（３） 公共資産整備収支 

自団体で資本整備にあたる部分と他団体へ補助金を支出して公共資産を整備する公共資産整備補
助金等支出、そして他会計への繰出金のうち建設費に充てられるものが計上され、13.6億円を計上
しています。その財源として、国・県からの補助金収入、地方債発行による収入などにより6.2億円
を計上し、差引収支は 7.4億円の赤字となっており、経常的収支の一般財源で賄われています。 

 
（４）投資・財務的収支 

支出は、他会計への公債費充当財源繰出金、地方債の返済や基金の積立など、合計29.7億円を計
上しています。 
一方、収入には、公共資産等売却収入、貸付金回収額などで 1.9億円を計上し、差引収支は27.8

億円の赤字となっています。 
 

 

資金収支計算書の用語解説 

経常的収支の部  
 

人件費，生活保護等の社会保障給付，地方債償還に伴う償還利子等の毎年度継
続的に支出するものと財源としての地方税等の収入 

公共資産整備収支の部 
 

市道や市立小中学校施設等など公共資産を整備するための支出と、整備財源と 
しての地方債借入額等の収入 

投資・財務的収支の部 
 

公営企業や外郭団体への出資金、貸付金、地方債の元金償還額などへの経費及
び財源  

 プライマリーバランス
（基礎的財政収支） 

地方債の利払い費と償還額を除いた歳出と、地方債発行収入を除いた歳入のバ
ランスをみるものです。年度間の財源調整機能を果たす財政調整基金の取崩額
や積立額も除きます。 
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Ⅲ 普通会計財務書類を活用した分析 
 
 
１ 社会資本形成の世代間負担比率 

 
社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産（過去及び現世代の負担により形成された
財産の額）による整備割合を見ることにより、これまでの世代によって既に負担された分の割合
を見ることができます。 
また、負債である地方債に着目すれば、将来世代が負担しなければならない分の割合を見るこ
とができます。 
 

＜算定式＞ 

・社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×100  

・社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高÷公共資産合計×100  

 
 

＜社会資本形成の負担比率＞    
公共資産合計  60,485,671千円 
純資産合計   50,105,224千円 
地方債残高   13,645,666千円 

 

※1 平均的な値は50％～90％の間（新地方公会計の解説書による。） 
※2 平均的な値は15％～40％の間 

 
 
２ 資産形成規模（歳入額対資産比率） 

 
歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何年分の

歳入が充当されたかを見ることができます。 
 
＜算定式＞ 

歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 

 
＜歳入額対資産比率＞  

 資産合計   66,108,177千円 

 歳入総額   12,928,657千円   ※ 歳入総額は、資金収支計算書の各部の収入合計の総額に
期首歳計現金残高を加算して算出しています。 

項目 H24決算 H23決算 増減 

歳入額対資産比率（年）※ 5.1 5.3 △0.2 

※ 平均的な値は3.0～7.0の間 

本市の平成２４年度歳入額対資産比率は 5.1 年となっています。 

 
 
 

項目 H24決算 H23決算 増減 

社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％）※1 82.8  83.0 △0.2 

社会資本形成の将来世代負担比率（％）※2 22.6  22.5  0.1 
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 ３ 資産老朽化比率（公共資産の減価償却累計額の割合） 
 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算す
ることにより、耐用年数に比して減価償却がどのくらい進んでいるか、把握することができます。 

 
＜算定式＞ 

資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷償却資産取得額×100  

 
 
＜資産老朽化比率＞                 （単位：千円） 

行政目的 償却資産取得額 減価償却累計額 
資産老朽化比率（％） 

H24決算 H23決算 増減 

生活インフラ・国土保全 43,059,602 17,638,752 41.0 39.1 1.9 

教育 14,832,309  6,497,285 43.8 43.1 0.7 

福祉  2,532,851  2,068,131 81.7 81.2 0.5 

環境衛生  9,421,245  7,132,988 75.7 73.6 2.1 

産業振興  5,288,467  4,514,304 85.4 83.8 1.6 

消防  1,339,012  1,142,049 85.3 84.9 0.4 

総務  3,384,251  1,651,858 48.8 49.5 △0.7 

合    計 79,857,737 40,645,367 50.9 49.4 1.5 

※ 平均的な値は35％～50％の間 
 
本市では、全体で平均的な値を上回っており、目的別で見るとかなり老朽化が進んでいる施設がある

ことから、施設の更新時期が近付いていることが分かります。 
 
 
４ 受益と負担の状況 

 
行政コスト計算書における経常収益は、使用料、手数料、負担金などの受益者負担による収入
額（調定額）が計上されています。この経常収益の経常行政コストに対する割合を算定すること
で、経常行政コストが受益者の負担でどの程度賄われているかを見ることができます。 

 
＜算定式＞ 

受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×100  

 
 

＜受益者負担比率＞      

 経常行政コスト  11,225,471千円 

 経常収益       402,833千円 

項目 H24決算 H23決算 増減 

受益者負担比率（％） 3.6 3.4 0.2 

 
本市の平成２４年度の受益者負担比率は3.6％となっており、残りの96.4％の行政コストについ

ては、地方税や国・県支出金で賄われています。 
 
 


